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市区町村区分単位で、緊急情報（気象情報）や
市区町村長の避難判断情報を住民へ迅速に伝達が可能

観光・出張等で偶然訪問中の方にも緊急情報（気象情報、

避難情報など）の伝達が可能

緊急情報（気象情報）と連携した自動配信が可能で、
データ種類に応じた確認後配信・手動配信など柔軟な運用
が可能

近年の自然環境変化により異常豪雨など激甚化する自然災害が頻発しており、地域住民に対し自然災害
情報や避難情報の伝達が必要となっております。
緊急速報メール連携ソフトウェア（※）は、地方公共団体様へJ-ALERT（全国瞬時警報システム）から
送信される自然災害などの緊急情報を自動解析し、各通信キャリアが提供している緊急速報メールへ迅速に
一括送信するソフトウェアです。

ソフトウェアの特長

配信エリア外にいる防災担当者への通知住民以外の方にも緊急情報を通知

運用管理者の負荷を軽くする柔軟な運用一斉通知による迅速な情報伝達の実現
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※緊急速報メール連携ソフトウェアは、地方公共団体様向けに提供するソフトウェアです。

楽天モバイル

https://www.fujitsu.com/jp/managed-services-network［緊急速報メール連携ソフトウェア］

配信エリア外の防災担当者にも、事前登録したE-mail
アドレスへ緊急情報一斉通知の内容を送信可能
早期確認が可能になり、迅速な防災対応を支援
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お問い合わせ先
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注 意●ご使用の際は「取扱説明書」をよくお読みの上、正しくお使いください。
水,湿気,湯気,ほこり,油煙などの多い場所に設置しないでください。火災,故障,感電などの原因となることがあります。
表示された正しい電源・電圧でお使いください。

！
●機器の改良のため、予告なしに仕様・デザイン等を変更することがあります。

●印刷の都合により、実際の色とは、若干異なる場合があります。

富士通コンタクトライン

0120-933-200
富士通株式会社
〒105-7123 東京都港区東新橋1-5-2 汐留シティセンター

（総合窓口）

受付時間 9：00～17：30
（土・日・祝日・年末年始を除く）

画面イメージ

https://www.fujitsu.com/jp/managed-services-network［緊急速報メール連携ソフトウェア］

主な機能

■E-mail連携機能
緊急速報（エリア）メールに送信したメッセージと
同じ内容を予め指定されたE-mailアドレスに
送信する機能

■訓練機能
E-mail情報送信および訓練コメントの自動付与
により運用モードと同等の訓練が可能

■送信メッセージの自動生成画面 ■送信履歴画面

■J-ALERT自動連携機能
J-ALERTから送信される緊急情報を解析し、予め
設定した定型文でメッセージを生成後、送信を行う
機能

■マルチキャリア送信機能
J-ALERT自動連携で生成されたメッセージまたは、
手動で入力した送信メッセージを各通信キャリア
（NTTドコモ、KDDI、ソフトバンクモバイル、楽天
モバイル）へ同時に一括送信を行う機能

■履歴管理機能
日時、送信メッセージ、送信者、送信完了ステータス
管理を行う機能

送信可能な情報※

■受信画面

７：大津波警報

８：噴火警報

（レベル３未満の火口周辺警報を除く）

９：指定河川洪水警報

（はん濫注意情報を除く）

１０：土砂災害警戒情報

１１：東海地震予知情報

１２：弾道ミサイル情報

１３：航空攻撃情報

１４：ゲリラ・特殊部隊攻撃情報

１５：大規模テロ情報

１：避難準備情報

２：避難勧告

３：避難指示

４：警戒区域情報

５：津波注意報

６：津波警報

※国民保護に関連する情報(津波、弾道ミサイル情報等）は、国からの重複配信による混乱を防ぐため、
消防庁国民保護室の通達により、地方公共団体様が自動送信する情報は以下の通りです。

９：指定河川洪水警報（はん濫注意情報を除く）、１０：土砂災害警戒情報

１：避難準備情報、２：避難勧告、３：避難指示、４：警戒区域情報、８：噴火警報（レベル３未満の火口周辺警報を除く）
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